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1.	 目的：	 	

	 眼科検診は一般人口における眼底検査を中心とした検診であり、多くの眼科疾患を早期に発見するこ

とが可能である。また、網膜の血管状態や出血/白斑の有無などの所見から、将来的な脳卒中や心血管

疾患のリスクを予測することができる。	

基本健康診査（住民健診）では医師の判断に基づき実施されていた眼底検査が、2008	年以降，特定

健診（メタボ健診）導入後、「詳細な健診」項目として一定の基準に該当した上で、医師が必要と認め

るものについてのみ実施されることとなった。その結果，眼底検査実施率は減少し、現状では特定健診

受診者のうち0.7%程度とされている１）。一方で眼科検診の重要性を認識しており、独自の取り組みとし

て特定健診における「詳細な健診」以外に眼科検診を個別に実施している自治体も存在する２，３）。例え

ば、島根県松江市、東京都世田谷区、宮城県仙台市などでは、特定健診受診者全てに対して希望があれ

ば眼科検診を受けることができる。	

特定健診受診率の向上は日本全国の自治体における課題であるが、特定健診において、詳細な健診と

しての眼底検査以外になんらかの成人眼科検診を実施している場合や独自の眼科検診を行っているこ

とが特定健診全体の受診率にどのように影響しているかを検討した報告はない。そこで、全国の自治体

に対して眼科検診実施の状況に関するアンケート調査を実施することで、自治体独自の眼科検診が特定

健診受診率に与える影響についての検討を行う。	

	

2.	 背景	

研究者らは以前に、本邦の視覚障害の現状と将来について推計を行い、包括的資料を作製した。視覚

障害の数は 2007 年の時点で 164 万人であり、高齢化に伴い 2030 年には 200 万人に達すると推定された
４，５）。視覚障害の原因疾患として、緑内障、糖尿病網膜症、変性近視、黄斑変性、白内障が主要なもの

であり、この 5 つの疾患で視覚障害の 75％を占めている。これらは加齢・変性による慢性疾患であり、

成人眼科検診は視覚障害の原因となる疾患の早期発見，早期治療の契機として重要性が高いと考えられ

る６−１０）。	

		眼科検診の最も一般的な方法として眼底検査がある。基本健康診査（住民健診）では医師の判断に基

づき実施されていた眼底検査は、2008	年以降、特定健診（メタボ健診）導入後「詳細な健診」項目と

して一定の基準に該当した上で、医師が必要と認めるものについてのみ実施されることとなった。結果、

眼底検査受診率は減少し、現在特定健診受診者のうち 0.7%程度といわれている。一方、独自の取り組み

として特定健診における「詳細な健診」以外に眼科検診を実施している自治体も存在する。	

	 現在、特定健診の全国受診率は 50.1％であるが、健康保健組合の受診率が 74%程度に対して、市区町

村は 36％となっている。全国市区町村にとって受診率の向上は重要課題である。また、都道府県により

受診率は大きな違いが存在し、山口県の 26%から宮城県の 47％まで大きな幅が存在する。受診率向上の

ため、自治体はアンケート結果の未受診理由別に応じた受診推奨（電話勧奨、受診勧奨リーフレットの

作成等）や、	医師会との連携による特定健診受診場所の拡大や情報提供事業（医療機関⇒市）の展開

等、いろいろな取り組みを行っている。しかしながら、眼科検診実施の有無が特定健診受診率にどのよ

うな影響を与えているかは不明である。	

そこで、本研究では、全国の自治体にアンケート調査を実施することで、自治体独自の眼科検診が特

定健診受診率に与えている影響についての検討を行う。対象は全国全 1741 の市区町村の地域保健・健

康増進事業担当者であり、特定健診受診率や眼科検診の実施状況について回答してもらう。市区町村ご

との特定健診受診率と眼科検診の有無との関連について検討を行う。また、同時に全国における眼科検

診の実施状況についての調査を実施する。	
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本研究によって、全国の眼科検診実施状況に関する情報が明らかになることで、今後の検診実施に関す

る有用な情報を得ることができる。また、特定健診受診率向上策として独自の眼科検診実施が有効なの

か否かが明らかになる。	

	

3.	 研究仮説	

成人眼科検診の実施は、特定健診受診率向上に寄与している。	

	

4．研究計画の概要	

	 本研究では全国の全 1741 の市区町村の地域保健・健康増進事業担当者に向けたアンケート調査を行

う。全数調査として 1741 市区町村を対象に設定する。アンケート内容（資料 1）は、2017 年度の特定

健診受診率、検診形態（集団か個別か、その両方か）、がん検診の同時実施の有無、眼科検診の実施状

況についてである。アンケートの回答・返送をもって同意とみなす。また、本研究で入手されるデータ

は個人情報を含まない統合されたデータであるため匿名化は行わない。	

	

5．研究デザイン	

横断観察研究	

	

6．研究セッティング	

	 本研究は、杏林大学医学部・眼科学教室、順天堂大学医学部・眼科学講座、日本眼科医会、国立保健

医療科学院で行う多施設共同研究である。	

	

7.	 対象者（選択基準、除外基準）	

対象母集団	

	 全国 1741 市区町村	

	

対象サンプル	

全国 1741 市区町村への全数調査	

	

選択基準・除外基準	

	 全数調査	

	

除外基準	

	 本研究への参加に同意しない対象市区町村。	

	

8.	 	評価項目・観察・検査	

8-1 評価項目：	

アウトカム指標	

	 2017 年の特定健診受診率、検診形態の違い（集団か個別か、その両方か）、がん検診の同時実施の有

無、眼科検診の実施状況	

	 それぞれについて、市区町村や都道府県における違いを明らかにする。	
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介入／要因因子とその測定	

	 横断研究であり介入は行わない。	

	

8-2 観察および検査項目：	

データ収集の方法	

	 郵送によるアンケート調査を行う。郵送物は、調査協力のお願い（資料 2）、アンケート質問票（資料

1）、返信用封筒とする。	

	 返送されたデータを対象として解析を実施する。特定健診受診率を目的変数、自治体独自の眼科検診

の有無を説明変数とした重回帰分析を行う。投入する交絡因子としては、がん検診の有無と特定健診の

形態（集合検診、個別健診、その両方）を考えている。	

	

データセット設定の根拠	

全数調査を行う。	

	

9．目標対象者数	

1300 程度の市区町村からの返信を見込んでいる。	

	

10.研究期間	 	

倫理委員会承認後から 2020 年 3 月。	

	

11.倫理的事項	

本研究はヘルシンキ宣言、人を対象とする医学系研究に関する倫理指針に基づいて行われる。	

	

11-1インフォームドコンセント：	

	 研究実施計画書および本研究計画全体が倫理審査委員会で承認されることを前提とする。	

	

	 対象者への説明：アンケート調査協力のお願いと同封し、アンケートの返送をもって同意とみなす。	

	

11-2プライバシーの保護	

統合されたデータのため個人情報は含まれず該当しない。	

	

12．安全性評価と健康被害に関する事項	

本研究は介入を行わない観察研究であり、研究に参加することによる危険性はないものと考えられる。	

	

13．費用に関する事項	

	 本研究は、厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）を受け

て実施される。研究責任者、分担研究者、各研究参加施設の研究責任医師は利益相反に関する審査を受

ける。	

	

14.情報公開、相談への対応	

	 研究で得られたデータは研究報告書と研究論文が完成してから 5 年間保存し、その後は破棄するもの

3636

頁36



	 	 																																														眼科検診が特定健診受診率に与えている影響についての研究 version	1.2	
	

	 	 	 	 	6	

とする。	

	 研究に関して、研究計画書や関係する資料の開示、研究全体の成果に関する問合せがあった場合には

研究全体の支障となる事項以外は開示するものとする。対象市区町村からの相談は研究参加施設の研究

責任医師が担当するものとし、必要な場合には研究責任者や分担研究者が対応する。	

		

15.研究組織（研究責任者、分担研究者、事務局、研究参加施設、データセンター）	

15-1 研究責任者	

杏林大学医学部眼科学教室・臨床教授	

山田昌和	

〒181-8611	 東京都三鷹市新川６丁目２０番２号	

Tel:	0422-47-5511	内線（5746）						

Fax:	0422-44-0674	

E-Mail:yamada@eye-center.org	

	

15-2	分担研究者	

平塚義宗：順天堂大学医学部・眼科学講座・先任准教授	 	

横山徹爾：国立保健医療科学院生涯健康研究部・臨床疫学・部長	

高野	 繁：公益社団法人日本眼科医会・会長	

	

15.3 研究事務局、データマネジメントセンター	

研究事務局	

杏林大学医学部眼科学教室	

山田昌和	

	

データマネージメント・統計解析者	

国立保健医療科学院生涯健康研究部	

横山徹爾	

	

	

16.	 研究結果の発表	

	 本研究は、厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）の補助

を受けている。	

	 研究成果は厚生労働科学研究費報告書の形で公表する。また、学術集会や学術論文で公表することを

前提とする。	

	

17.	 研究機関の長への報告及び方法	

	 本研究の実施状況については、研究機関の長に年に 1 回、または求められた時に文書で報告する。ま

た、研究の実施に際して、重要な問題が生じた際にも文書で報告する。	

	

18.	 参考文献	
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19.	 付表（APPENDIX）	

資料 1：アンケート調査票	 （別に添付）	

資料 2：アンケート調査協力のお願い	（別に添付）	
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